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● 主要国の一次エネルギー自給率
　 1位 ノルウェー 759.3％　２位 オーストラリア　345.5％
　 4位 カナダ 182.6％　　　5位 アメリカ 106.0％
　 10位 イギリス　76.0％　　　 日本 11.3％
● 2021年の化石エネルギーの単位熱量当たりの CIF 価格
　 ＬＮＧ 5.36（円 / 千 kcal）　　原油 5.96（円 / 千 kcal）
　 一般炭 2.88（円 / 千 kcal）
●  ハイブリッド車などの次世代自動車（乗用車）の国内販売

台数の推移
　 2010 年 49.3万台　⇒　2022 年 168.8万台
●  ハイブリッド車などの次世代自動車（乗用車）の新車販売 

台数（乗用車）に占める 割合の推移
　 2010 年 11.7％　⇒　2022 年 49.0％
● 将来の気候変動の影響に対処するために期待される技術
　 日本人の回答
 　1位　大気汚染のろ過技術 51％
 　2 位　持続可能な食肉と農業 49％
 　3 位　廃棄物削減のための革新的な資源の活用 47％
　 世界の１７ヵ国の人々の回答
 　1位　廃棄物削減のための革新的な資源の活用 49％
 　2 位　大気汚染のろ過技術 47％
 　3 位　従来の建築資材に代わる地球にやさしい資材・
 　　　　手頃な価格のソーラーパネル 44％
● 温室効果ガス等の炭素の人為的排出量……72億炭素トン / 年
● 温室効果ガス等の炭素の自然の吸収量……31億炭素トン / 年
● 大気中の二酸化炭素（CO2）濃度……

工業化（産業革命）以前　約280ppm
　　　　　　　　　　　　 ⇒　2019 年　約410ppm

● 主要国の温室効果ガスの排出量（CO2 換算・2021年度）
　 日本 112万kt　米 559万kt　英 43万kt　独 76万kt
 　仏 40万kt　伊 39万kt　露 167万kt
● 世界の年平均気温の偏差トレンド……△0.76（℃ /100 年）
● 日本の年平均気温の偏差トレンド……△1.35（℃ /100 年）
● 地球全体の年平均海面水温の平年差トレンド……△0.60（℃/100年）
● 日本近海の年平均海面水温の平年差トレンド……△1.24（℃ /100 年）

2024

地球温暖化&
エネルギー問題 総合統計

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

大気と海洋の変化で注目される気候変動！
世界的な人口増加で今後クローズアップされる食料や
エネルギー問題を考えるための幅広い統計データ集。

最新トレンドから意識調査のデータまで幅広く網羅！

海
面
水
温
の
平
年
差

-3 -3.77

-2

-1

0

1

（℃）
2

2020
（年）

201020001990198019701960195019401930192019101900

1.82
0.94

年平均上昇率＋1.55℃／ 100年

1-7-1

2-1-4

2-1-4

温室効果ガス排出量の比較
（1990年=100）（2021年）　

日本の年平均気温偏差の推移（1898年～2023年）

釧路沖の海域平均海面水温（年平均）の平年差の推移（1908年～2022年）

図表

図表

図表

50

60

70

80

90

100

110

120
（1990年＝100）

114

98

92

80 78

71
68

61

53

イギリスドイツロシアEU-27フランスイタリア日本アメリカカナダ

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

0

1

2

3

4

6
（GW）

2030年度2022年度末2019年度末
（エネ基策定時点）

追加導入量
0.1GW

追加導入量
14.9GW

未稼働量
0.7GW

導入目標
5.7GW

5

第2R
1.8GW

未稼働量
0.7GW

4.4

第1R
1.8GW

1.34GW

G
W

3-11-6
洋上風力発電の現状と
2030年度の導入目標図表

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

+0.5

+1.0

+1.5
（℃）

2023
（年）

201020001990198019701960195019401930192019101900

トレンド＝1.35（℃／ 100年）



官庁統計から企業・団体による実態・意識調査の結果を幅広く集録
地球温暖化 & エネルギー問題総合統計 2024

食の安全と健康意識データ集
2024

食生活データ総合統計年報
2024

余暇・レジャー&観光
総合統計2023

災害と防災・防犯
統計データ集2023

ISBN978-4-86563-107-4（2024年2月刊行）
Ａ４判 ・ ３３６頁 ・ 定価１４,８００円＋税
健康寿命をいかに延ばすか？
食品の安全と健康食品を含む食品の機能に注
目した食と�健康に関する総合統計集。

ISBN978-4-86563-105-0（2024年1月刊行）
Ａ４判 ・ ３３６頁 ・ 定価１４,８００円＋税
食料自給率が低く、有事に弱い日本の食料
供給体制！ 　ニッポンの食を知り、安定
した食生活を作るための資料集。

ISBN978-4-86563-100-5（2023年6月刊行）
Ａ４判 ・ ３３６頁 ・ 定価１４,８００円＋税
アフターコロナで急回復するレジャー・観
光！ 　明暗を分ける各地の観光戦略に欠か
せない統計データ集。

ISBN978-4-86563-101-2（2023年7月刊行）
Ａ４判 ・ ３３６頁 ・ 定価１４,８００円＋税
地震や津波、風水害など、被害想定が拡大
するニッポン！ 　 各種災害から身を守る
方法を検討するための幅広い統計集。

三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　https://www.santho.net/
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1-6-6 運輸部門からの輸送機関別、エネルギー起源CO₂排出量の構成比（2021年度）図表
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（注）四捨五入の関係で、合計が 100％にならない場合がある。
資料：温室効果ガスインベントリを基に作成

1-6-7 業務その他部門からの業種別及び燃料種別、エネルギー起源CO₂排出量の構成比（2021
年度）　図表

（注）四捨五入の関係で、合計が 100％にならない場合がある。
資料：温室効果ガスインベントリを基に作成

1-6-8 家庭部門からの燃料種別及び用途別、エネルギー起源CO₂排出量の構成比（2021年度）図表

（注）四捨五入の関係で、合計が 100％にならない場合がある。
資料：温室効果ガスインベントリを基に作成、家庭部門の CO₂ 排出実態統計（環境省）を基に作成
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7 主要先進国の温室効果ガス排出量比較
環境省「2021年度（令和3年度）温室効果ガス排出量（確報値）について」

1-7-1 温室効果ガス排出量の比較
（1990年=100）（2021年）　図表 1-7-2 温室効果ガス排出量の比較

（2013年=100）（2021年）　図表
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（注）日本、EU、フランスの排出量は間接 CO₂ を含む。
資料：Greenhouse Gas Inventory Data（UNFCCC）を基に作成

（注）日本、EU、フランスの排出量は間接 CO₂ を含む。
資料：Greenhouse Gas Inventory Data（UNFCCC）を基に作成

1-7-3 実質GDP当たりエネルギー起源CO₂
排出量の比較（1990年=100）（2021年）図表 1-7-4 実質GDP当たりエネルギー起源CO₂

排出量の比較（2013年=100）（2021年）図表
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（注）各国の実質 GDPは、2015年 USドルで換算した実質 GDPを使用。
資料： World Bank DataBank（World Bank）、Greenhouse Gas Inventory Data（UNFCCC）

を基に作成

（注）各国の実質 GDPは、2015年 USドルで換算した実質 GDPを使用。
資料： World Bank DataBank（World Bank）、Greenhouse Gas Inventory Data（UNFCCC）

を基に作成

1-7-5 一人当たりエネルギー起源CO₂排出
量の比較（1990年=100）（2021年）図表 1-7-6 一人当たりエネルギー起源CO₂排出

量の比較（2013年=100）（2021年）図表
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4 中小企業の脱炭素への取り組み
日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の脱炭素への取り組みに関する調査」（インターネット調査）
2022年8月調査、従業者数5人以上299人以下の中小企業（不動産賃貸業は除く）対象（回収数：1,666社）

4-4-1 温室効果ガスの削減につながる取り組み実施状況（3年前・現在）図表
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（注）1　 「全体」は、温室効果ガスの削減につながる取り組み全体についての評価で、個々の取り組みを集計したものではない。「リサイクル」は、自社で使った紙、プラスチック、建築廃材などの、
再利用できる状態での排出をいう。
「次世代自動車の導入」には、ハイブリッド車は含まない。

2　「実施」は「大いに実施していた」「ある程度実施していた」の合計。
3　「3年前」は 3年以内に開業した企業を除く。

4-4-2 業種別、温室効果ガスの削減につながる取り組み実施状況（現在）図表

（注）実施企業割合は「大いに実施している」「ある程度実施している」の合計。

取り組みの実施状況（3年前） 取り組みの実施状況（現在）

0 20 40 60 80 100
（％）

55.1

49.3

69.9

53.1

46.7

49.9

70.3

67.8

63.3

72.4

38.7

41.7

23.7

37.8

40.1

40.7

22.6

26.4

28.0

22.1

6.2

9.0

6.5

9.1

13.2

9.5

7.1

5.8

8.6

5.5

ほとんど
実施して
いない

ある程度
実施している

大いに
実施している

温室効果ガスの吸収

人の移動の抑制

温室効果ガス自体の
使用量削減

次世代自動車の導入

リサイクル製品の使用

リサイクル

エネルギー以外の
資源消費削減

再生可能エネルギーの
利用

省エネルギー

全体
n=1,666

実施 44.9％

50.7

46.9

53.3

50.1

29.7

32.2

36.7

27.6

30.1

（単位：％）

 50％以上
 40％以上50％未満

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

卸
売
業

小
売
業

飲
食
店
・

宿
泊
業

医
療
・
福
祉

教
育
・

学
習
支
援
業

サ
ー
ビ
ス
業

不
動
産
業

そ
の
他

全
業
種
計

n 271 262 112 114 95 141 111 134 70 279 37 40 1,666
全 体 43.4 49.5 46.1 42.9 53.9 48.1 39.3 39.9 45.9 45.2 40.5 32.4 44.9
省エネルギー 47.6 54.8 44.8 49.0 59.6 55.1 51.0 47.2 42.6 48.5 51.4 32.0 50.7
再生可能エネルギーの利用 34.4 31.0 25.2 30.1 34.3 34.2 23.0 29.2 24.6 28.5 30.0 22.2 30.1
エネルギー以外の資源消費削減 43.7 50.8 43.3 36.9 48.1 54.4 49.4 44.4 43.3 44.7 33.7 41.0 46.9
リサイクル 51.6 60.0 53.3 47.6 55.6 56.6 51.0 45.8 51.5 57.2 39.3 45.1 53.3
リサイクル製品の使用 50.2 47.8 53.7 40.8 53.8 60.6 50.8 43.0 45.9 51.8 42.1 43.3 50.1
次世代自動車の導入 32.9 26.2 30.2 29.8 42.5 30.4 27.6 24.2 24.8 29.7 27.8 30.5 29.7
温室効果ガス自体の使用量削減 32.4 34.8 32.3 32.0 38.4 31.6 29.0 28.7 28.2 31.8 30.6 41.8 32.2
人の移動の抑制 34.7 37.6 64.7 26.1 54.7 31.4 28.0 29.6 40.5 41.7 41.1 51.1 36.7
温室効果ガスの吸収 28.1 29.5 29.6 23.2 32.0 24.1 25.8 24.9 27.7 29.6 34.3 28.7 27.6

第2章 自然環境の変化と異常気象災害
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2-1-3 世界の季節別、年平均気温偏差規格化階級分布図（2023年）図表
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2022 年 12 月～ 2023 年 2月の平均気温偏差規格化階級分布図
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2-1-6 2023年の日本の月平均気温偏差が大きかった月（3月・9月・8月）の推移（1898年～2023年）図表
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4 世界のエネルギー消費・資源
資源エネルギー庁「エネルギー白書2023」

3-4-1 地域別、世界のエネルギー消費量の推移（一次エネルギー）（1965年～2021年）図表
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資料：BP「Statistical Review of World Energy 2022」を基に作成

地域別数値データ

（単位：100万 toe）
年

地域 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

北米 1,386.2 1,760.8 1,909.2 2,095.4 2,078.8 2,311.9 2,504.8 2,736.8
中南米 116.9 151.4 202.0 268.3 293.5 340.8 422.3 494.6
欧州 (旧ソ連を除く ) 1,067.3 1,379.0 1,532.7 1,730.3 2,049.0 2,163.4 2,031.2 2,104.0
ロシア 594.7 757.5 972.2 1,156.6 821.6 866.4 662.3 620.3
その他旧ソ連邦諸国 208.9 229.7 154.6 140.8
中東 46.3 60.7 82.0 125.9 198.4 257.2 343.4 410.2
アフリカ 61.5 76.7 104.3 145.4 192.2 224.8 246.1 275.8
アジア大洋州 450.2 712.1 946.0 1,179.2 1,405.8 1,819.7 2,323.9 2,696.8

年
地域 2005 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

北米 2,802.0 2,831.8 2,774.8 2,648.5 2,729.6 2,730.7 2,674.6 2,741.9
中南米 546.9 597.3 610.3 603.2 636.2 662.0 679.8 696.1
欧州 (旧ソ連を除く ) 2,200.2 2,199.7 2,188.7 2,061.0 2,138.3 2,090.2 2,084.2 2,065.0
ロシア 645.2 677.4 680.5 646.8 671.9 694.8 696.4 687.6
その他旧ソ連邦諸国 162.0 170.9 167.7 166.0 173.9 187.7 194.7 189.2
中東 541.3 596.4 642.9 656.2 699.1 729.1 758.4 780.6
アフリカ 326.6 345.6 366.5 372.4 383.9 387.1 401.8 413.1
アジア大洋州 3,744.3 4,210.7 4,332.3 4,430.3 4,716.6 4,959.8 5,125.4 5,266.0

年
地域 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

北米 2,765.1 2,745.7 2,741.2 2,757.7 2,841.0 2,815.3 2,598.4 2,715.6
中南米 701.5 699.5 690.2 696.7 689.3 685.0 636.7 679.7
欧州 (旧ソ連を除く ) 1,986.9 2,005.3 2,032.2 2,047.8 2,055.5 2,025.2 1,885.2 1,967.7
ロシア 689.2 677.6 692.5 696.7 722.3 717.1 689.8 747.5
その他旧ソ連邦諸国 193.7 191.6 191.2 196.4 211.7 214.1 204.9 215.6
中東 808.5 830.2 856.7 871.6 885.8 897.8 874.1 903.8
アフリカ 424.5 434.5 445.9 457.0 467.7 477.5 451.1 477.6
アジア大洋州 5,412.4 5,507.6 5,627.7 5,810.6 6,036.6 6,198.4 6,131.0 6,507.4

この 1 年間の出来事、変化を年報としたデータブック。


